
３　職員給与と民間給与との比較
職員と民間従業員との給与比較は、職員給与実態調査及び「民調」の結果に基づいて行っており、職員にあっては行政職給料表の適用を受ける職員、民間にあってはこれに相当する事務・技術関係の職務に従事する従業員について、役職段階や年齢、学歴を同じくする者同士の４月分給与（職員給与は減額措置前の給与）をラスパイレス方式（※）で比較し、較差を算定している。
なお、本年の比較にあたっては、前述した①部長と課長の間に位置付けられる従業員、②課長と係長の間に位置付けられる従業員、③係長と係員の間に位置付けられる従業員については、その役職、職能資格又は給与上の等級（格付）を踏まえ、それぞれ部次長、課長代理、主任として取り扱うこととした。
また、昨年同様、民間事業所から提供を受けた給与データのうち給与額の上下2.5％ずつ、合わせて５％のデータを比較の対象から除外した。

以上を前提としつつ、例年と同様の方法を用いて民間給与との比較を行ったところ、職員給与が民間給与を6,450円（1.65％）下回っていることが明らかになった。
なお、職員給与は、財政収支不足への対応のための独自の給与減額措置が講じられており、減額措置後の実支給額で比べれば、職員給与が民間給与を11,563円（3.00％）下回る実情にある。 　　　　　　　　　　　（資71頁：第32表）


４　物価及び生計費
本委員会が、総務省統計局の家計調査の結果を基に人事院と同様の方法で算定した本年４月の大阪市における標準生計費は、２人世帯159,900円、３人世帯178,380円、４人世帯196,870円、５人世帯215,390円となっている。

また、本年４月の消費者物価指数（総務省統計局）は、昨年４月に比べ、全国及び大阪市とも、それぞれ3.4％上昇している。

            　    （資73頁：第33表、資74頁：第34表）
※「ラスパイレス方式」とは…


個々の本府職員に、「役職段階・年齢・学歴」を同じくする民間従業員の給与を支給したとして、これに要する支給総額が現に職員に支払っている支給総額とどれ程の差があるのかを計算するのが「ラスパイレス方式」と呼ばれる方法である（例えて言うと、「役職段階・年齢・学歴」が本府職員と同じである民間従業員で「仮想府庁」を作って、給与総額がどの程度になるのかを調べ、実際の本府職員の給与総額と比べている）。


具体的には、本府職員の「役職段階・年齢・学歴」別の平均給与（Ａ１、Ａ２、Ａ３…）と、これと条件を同じくする民間従業員の平均給与（Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３…）のそれぞれに、本府職員の人数（Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３…）を乗じた総額を計算して比べる。これを計算式にすると、次のようになる。このため、毎年の「民調」では、民間従業員ごとに「役職段階・年齢・学歴・給与支給額」等を調べている。





【計算式】                              
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×　100　－　100　＝　較差率（％）
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